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新卒採用（2012年4月入社対象）に関するアンケート 

調査結果の概要 

2012年7月30日 

（一社）日本経済団体連合会  

 

1.調査要領                          

（1）調査目的：企業の大卒等新卒者の採用選考活動を総括し、次年度に向けた動向 

        を把握することを目的に1997年度より実施。 

（2）調査対象：（一社）日本経済団体連合会企業会員のうち1,285社を対象 

（3）調査形式：無記名式アンケート（業種･企業規模のみ記入） 

（4）実施時期：2012年5～6月 

（5）回答状況：582社（回答率45.3％） 

＊製造業44.3％、非製造業54.5％、無回答1.2％ 

＊従業員数1000人以上70.6％、500人以上～1000人未満14.1％ 

  500人未満14.1％、無回答1.2％ 

 

2.調査結果の概要 

(1)採用実施企業割合は若干減少したものの、採用人数を「増加させた」企業は増加 

 2012 年 4 月入社の採用選考活動を実施した企業割合は 94.8％と前回調査（2011

年4月入社）より0.6ポイント減少した。 

 前年（2011 年 4 月入社）の採用人数に対し、「増加した」とする回答は 46.6％と

なり、前回調査と比べ8.5ポイント増加したのに対し、「減少した」は29.5％と6.8

ポイントの減となった。 

 また、2013 年 4 月入社の採用予定について、「有り」と回答した企業は 94.7％と

なり、そのうち2012年4月入社と比べた採用予定人数について「増やす」と回答し

た企業は34.5％であった。 
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採用実施企業割合、翌年卒の採用予定企業割合の推移 

資料：経団連「新卒採用に関するアンケート調査」（1999 年度（2000 年卒採用）調査からの推移） 
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(2)2012年4月入社の新卒採用活動への東日本大震災の影響 

 2012 年 4月入社の採用計画について、東日本大震災の発生によって当初の採用計

画を「変更しなかった」企業は90.0％、「変更した」企業は9.1％であった。 

 また、被災学生等へ何らかの対応を行った企業は 83.2％であり、具体的な内容と

しては、「被災、影響を受けた学生については個別に対応した」が60.6％で最も多く、

「選考開始時期を全体的に遅らせた」が51.4％、「エントリーシート等提出書類の締

め切りを延長した」が41.0％だった。 

 

(3)学事日程の尊重への対応策 

 新卒採用活動における「学事日程の尊重」への対応策として、「学生の申し出によ

る採用選考日程の調整や変更」と回答した企業が72.3％と最も多かった。 

 

(4)採用選考時に重視する要素の第１位は9年連続で「コミュニケーション能力」 

 企業が選考にあたって重視した点を 24 項目から 5 つ回答する設問では、「コミュ

ニケーション能力」が9年連続で第1位となった。「チャレンジ精神」が対前年4.3

ポイント増の3位となり、「協調性」と順位が入れ替わったものの、上位5つの項目

自体には変化はなかった。 

 また、「柔軟性」が対前年5.9ポイント増と最大の上げ幅で9位となった一方、「専

門性」は8.7ポイント減の12位と順位を落とした。 

 

 
 

 

 

 

 

資料：経団連「新卒採用に関するアンケート調査」（当該設問は 2001 年卒採用から調査開始） 

※選考にあたって特に重視した点を 24 項目より 5 つ回答。全回答企業のうち、その項目を選択した割合を示している。 

（年卒） 

「選考時に重視する要素」の上位の推移 



3 
 

(5)既卒者の受け付け状況は増加傾向 

 既卒者の応募受け付けについて、「実施している」または「2013年4月入社対象の

採用選考活動から実施予定」と回答した企業は 75.0％となった。これに「今後実施

を検討する」と回答した企業を合わせると87.0％となり、そのうち80.4％が新卒採

用と同様の扱いで受け付けており、その 68.2％が応募の条件を設けている。応募の

条件としては「卒業後の年数」が78.3％と最も多く、そのうち83.3％が「3年以内」

と回答した。 

 

(6)留学生の採用 

 国内大学在学中の海外留学経験者の採用について、「既に実施している」または

「2013年4月入社の採用活動以降実施予定」と回答した企業は30.8％となった。そ

のうち 45.3％が「春季一括採用に加え夏季採用、秋季採用を追加して対応」と回答

した。 

 また、外国人留学生の採用については、「既に採用している」または「2013 年 4

月入社の採用活動以降採用予定」と回答した企業は61.0％となり、そのうち71.8％

が「日本人学生と同じ春季一括採用で対応」と回答した。 

 

既卒者採用の実施状況の推移 

外国人留学生の採用の有無 
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(7)倫理憲章改定の影響や評価 

①インターンシップについて 

 インターンシップを「実施した」企業は48.3％あり、そのうち95.0％の企業が「採

用選考活動とは一切関係ないことを明確にして行った」と回答した。 

 インターンシップ実施要件に「①5日間以上、②職場への受け入れ」と規定したこ

とについて、「どちらかと言えば評価する」または「評価する」と回答した企業は

50.2％であった。なお、実際にインターンシップ実施要件を「全て満たして実施」

した企業は73.0％、「一部要件を満たして実施」した企業は23.8％であった。 

 

②広報活動の開始時期について 

 2013 年 4月入社対象の採用選考活動について、89.0％の企業が広報活動の開始時

期を「2011年12月1日以降」もしくは「2012年1月以降」に実施したと回答した。 

 開始時期の今後の見直しの必要性については、「改定の影響を検証するために当面

は維持すべき」と回答した企業が42.8％と最も多かった。 

 

③選考活動の開始時期について 

 選考活動開始時期を 4 月 1 日以降としたことについては、49.7％の企業が「評価

する」または「どちらかと言えば評価する」と回答している一方、「あまり評価しな

い」または「全く評価しない」と回答した企業は22.0％だった。 

 選考活動開始時期の見直しの必要性については、「改定の影響を検証するため当面

は維持すべき」と回答した企業が35.6％と最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  以 上 

倫理憲章で定めた要件に沿ったインターンシップ

の実施状況 

広報活動の開始時期 
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